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	テーマ
異常気象の時代の我がまちの防災対策について

	取り上げた理由：今夏は各地で記録的豪雨や竜巻が頻発し、極めて短時間に住宅浸水や土砂災害が起きて深刻な被害をもたらしました。特に伊豆大島の土石流被害による甚大な被害は、地域防災計画はあっても計画通りの対応の難しさを提起しています。我がまちの住民の生命と財産を守るために検証する必要があります。

	現状の課題（何が問題なのか）　　　　　　　　　　　　　どのような対策が必要なのか
①大島町の「地域防災計画」での取り決め：気象庁「土砂災害警戒情報」→「住民に伝えて自主避難を促す」「避難勧告の判断に活用する」
台風26号での大島町の実際：１６日午後６時５分土砂災害警戒情報→町は自主避難を促したり、避難勧告を出したりはしなかった。町長は当時、島外に出張中。町役場からの連絡もなかった。
②市町村向けのガイドライン「土砂災害警戒避難ガイドライン」（2007年国土交通省）

　ハザードマップで住民に危険を知らせ、的確な避難勧告を出すために専門家の助言を活用
　土砂災害防止法：警戒区域（急斜面の崩壊で住民に危険が及ぶ警戒区域を都道府県が指定）→市町村は警報の発令、避難の態勢をまとめ、ハザードマップで危険を周知する義務がある。指定区域のある1100市町村中ハザードマップ作成半数。　
③伊豆大島で亡くなった方、安否不明の方：46人中半数が65歳以上の高齢者（年齢不詳4人）、災害弱者、要援護者対策の必要
④岐阜豪雨では特別支援学校高等部の女子生徒が下校途中に行方不明になり遺体で発見された。2011/6には多治見市で下校中の小4男児が豪雨で増水した側溝に流され死亡した事故もあり教訓は生かされなかった
⑤台風25号（9/16豊橋市に上陸）：京都府、滋賀県に初の特別警報発令。避難指示・勧告は、近畿2府4県だけで約50万世帯・約120万人に出されたが、特別警報が発表された京都府の京田辺市・木津川市、滋賀県の日野町・竜王町では気象業務法で義務付けられている住民への周知措置をしていなかった。そのほかの自治体でも特別警報や避難指示の通知メールが約8時間遅れで通知されたり、指示を受けた住民が避難所の場所を把握していなかったり、避難指示と避難勧告の違いを把握していないことが分かりハードとソフトの両面でゲリラ豪雨への早急な対策は急務。
⑥竜巻被害：2011年8月長崎、福岡、11月鹿児島（死者3名）、2012年5月茨城（死者1名）、2013年9月埼玉県他、三重県と竜巻が異常に発生し甚大な被害→正確な予測が難しい竜巻にどう備えればいいのか。気象庁は「竜巻注意情報」に加え発生確率を色分けする「ナウキャスト」（レーダーを使い10㌔四方ごとに竜巻が起こる危険度を示す）の活用を呼び掛けている。


	他地域ではどのような取組みが行われているのか


	第一問

今夏はゲリラ豪雨、経験のない大雨、予測できない竜巻、そして大型台風とまさに災害列島そのものの夏でした。特に伊豆大島での甚大な被害には心が痛み、被害にあわれました皆様には心からのお見舞いと一日も早い復興を願うものです。
　そうしたなかで、看過できないのは大島町の災害でも「地域防災計画」ありながら、計画通りには機能しなかったばかりか、避難勧告も発令されなかったことは、大きな課題です。計画やハザードマップがあっても住民の生命や財産を守ることができなければ、ただの紙切れです。台風25号で大きな被害を受けた京都府や滋賀県でも住民への周知措置がなされていなかったり、通知メールも大幅に遅れた地域もあります。
　また住民の側の課題も指摘されています。避難指示を受けた住民が避難所の場所を把握していなかったり、避難指示と避難勧告の違いを把握していないことが分かった地域もあります。日常的な防災教育のあり方が問われています。

　また、災害で犠牲になるのはいつも災害弱者と言われる高齢者であり、子どもたちであります。改めて要援護者の対応や教育現場での散り組が問われます。
今夏の相次ぐ災害から住民の生命と財産を守るための我がまちの防災対策に生かす点はあまりにも多い。当局の認識と対応を伺います。

（1）緊急時の避難勧告、災害メールなどの情報伝達のあり方について
（2）ハザードマップ、避難の態勢など住民への周知・徹底のあり方について

（3）災害弱者と言われる高齢者特に要援護者の現場での対応について

（4）学校現場での子どもの安全確保について
（5）住民の防災教育、防災意識の高揚について


	答弁


Ⅱ　異常気象の時代の我がまちの防災対策について
今夏はゲリラ豪雨、経験のない大雨、予測できない竜巻、そして大型台風とまさに災害列島そのものの夏でした。特に伊豆大島での甚大な被害には心が痛み、被害にあわれました皆様には心からのお見舞いと一日も早い復興を願うものです。

　そうしたなかで、看過できないのは大島町の災害でも「地域防災計画」ありながら、計画通りには機能しなかったばかりか、避難勧告も発令されなかったことは、大きな課題です。計画やハザードマップがあっても住民の生命や財産を守ることができなければ、ただの紙切れです。台風25号で大きな被害を受けた京都府や滋賀県でも住民への周知措置がなされていなかったり、通知メールも大幅に遅れた地域もあります。

　また住民の側の課題も指摘されています。避難指示を受けた住民が避難所の場所を把握していなかったり、避難指示と避難勧告の違いを把握していないことが分かった地域もあります。日常的な防災教育のあり方が問われています。

　また、災害で犠牲になるのはいつも災害弱者と言われる高齢者であり、子どもたちであります。改めて要支援者への対応や教育現場での散り組が問われます。
今夏の相次ぐ災害から住民の生命と財産を守るための我がまちの防災対策に生かす点はあまりにも多い。当局の認識と対応を伺います。

（1）緊急時の避難勧告、災害メールなどの情報伝達のあり方について

（2）ハザードマップ、避難の態勢など住民への周知・徹底のあり方について

（3）災害弱者と言われる高齢者特に要支援者への現場での対応について

（4）学校現場での子どもの安全確保について

（5）住民の防災教育、防災意識の高揚について

【参　考】

公明　9/19　防災減災に次世代技術　P.13　　　　　　　9/23　災害対策に女性の視点を　P.28
　　　9/25あるべき「自治体災害協定」の姿とは　P.37　10/5　震災と子ども大人社会の責任　P.76

　　　8/24　注目集める防災教育　⑨P.33　　　　　　　　8/24　記録的な大雨　現状と対策は⑨P.34

8/26　命守る公明党の防災対策⑨P..41　　　　　　　8/26　浸水被害から家屋守る　⑨P.42

　　　9/3　災害時の要支援者対策が前進　⑨P.70

一般紙　9月号　P.120～　特別警報、きょうから運用、ゲリラ豪雨どう備える、気温差40度、積乱雲発生
　　埼玉千葉で竜巻情報、低い精度に危機感薄く、温暖化暴れる天気、下校か待機か悩む学校、不明女性遺体で
　

【考えられる展開】
（1）（2）自治体は「避難勧告の出し遅れは許されない」という意識を

大島町の気象警報発表履歴。前夜までに大雨警報は出されていた。大島町の気象警報発表履歴。前夜までに大雨警報は出されていた。一方で、避難の情報を出す責任を負う自治体側には、その論理は「逃げ」であり、まったく通じません。適切なタイミングで避難勧告・指示を発表し、住民の避難行動を促し、被害を最小限に食い止めるのが地方自治体の責務です。避難勧告・指示が間に合わず大災害に結び付いた場合には、どんな事情があるにせよ、非常に重い責任を痛感すべきで、ある面では「人災」の側面が大きい場合があることを重く受け止めなければならないのは当然のことです。
（3）避難行動要支援者名簿に掲載者に対して、現場でだれがどのように支援するのか。自治会や民生委員が発災時に、どこまで責任をもてるだろうか。今春から自治会会長の役を務めているが、市からは密封された申し出があった要支援者名簿が送られてくるが、この人たちを自治会で、責任が持てるだろうか。その余力はない。

（4）災害の現場で、子どもたちの命を守ることができるのは、すぐ身近にいる大人しかいない。その教訓を忘れずにいたい。東日本大乗災で、宮城県石巻市の幼稚園児5人が死亡した。地震直後は高台にある幼稚園にいて無事だったが、その後乗せられた園のバスは海側へと下り、津波に巻き込まれた。

　仙台地裁は、津波の情報に注意を払わず、バスを出発させた園側の過失を認めた。幼い子どもは危険を避ける力が発達しておらず、園長らを信頼して従うしか自分の身を守れない。判決はそう強調した。大人の行動が命綱なのだ。学校や幼稚園などの施設は、非常時に子どもを守る第1当事者として、どう行動すべきか。再確認してもらいたい。施設の立地と環境など、さまざまな条件を考慮してマニュアルを作ることを出発点に、不断に更新し、広く共有し続けていく責務がある。

（5）「自分の命は誰が守ってくれるのか？」非常に難しい問題ですが、まず第一には「自分自身」です。実際に「逃げる」という避難行動を最終的にとるのは自分ですから、「誰かが必ず守ってくれるはず」とは思い込まないように、常に高い防災意識を持っておく必要があります。
山・川・海など災害時には豹変するおそれのある地域に住んでいる方は特にです。自分が住んでいる地域や、通勤通学で通る道、学校・職場はいざという時に安全なのか、どんな災害リスクを持っているのか、一人ひとりが予め知っておくのが命を守る第一歩になります。
いざ災害が起こり得る際には、気象情報をまめに入手し、地域の状況を自ら判断して、必要に応じて早めの避難行動を実行に移すことが肝要になります。こうした防災意識をどのように持っていくか
